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１．はじめに 

 放射性廃棄物処分のための地下空洞型処分施設において，セメント系材料には施設の構造材としての機能に

加えて，放射性核種の拡散抑制機能が期待されている．前報[1]では，セメント硬化体の実効拡散係数と相関性

の高い空隙率を対象にして，品質管理のための代替指標を検討した．その後，長期の試験によるデータが得ら

れたので，ここにその内容を報告する． 

２．試験条件 

 拡散試験はトリチウム水(HTO)をトレーサとした透過型の拡

散試験法により実施した．また拡散試験の開始時と終了時には，

同材齢の供試体を用いて水銀圧入法により空隙率を測定した． 

 基本とする配合は，結合材に低熱ポルトランドセメント(LPC)

とフライアッシュ(FA）を使用した，水結合材比(W/B)45%の高流

動モルタルである．基本配合に対して，表-1に示すように水結

合材比または空気量を増大させたケースでも試験を行った． 

３．試験結果 

 図-1 に水結合材比と実効拡散係数との関係を示す．図中，初期の測定値（白抜き）と長期の測定値（塗り

つぶし）に分けて表示している．初期の測定値は拡散試験を開始してから約 3ヶ月まで，長期の測定値はそれ

以降約 1年までの測定値である．水結合材比が増加すると実効拡散係数も増加するが，時間の経過により実効

拡散係数が低下している．実効拡散係数の低下は水結合材比の高いものほど顕著で，時間経過とともに実効拡

散係数の水結合材比に対する依存性が低くなっている． 

 図-2 に空隙率と実効拡散係数との関係を示す．図-1 と同様，「初期」の値と「長期」の値に分けて表示して

いる．実効拡散係数は空隙率の増加とともに増加するが，やはり時間経過とともに実効拡散係数の低下が見ら

れる．また，空隙率の高いものほど実効拡散係数が低下し，時間経過とともに実効拡散係数の空隙率に対する

依存性が低くなっている． 
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表-1 試験ケース 

水結 

合材 

比 

石灰石 

微粉末 

混入率 

空 

気 

量 

スラン 

プフロ 

ー 
検討項目 

ケース 

番号 

(%) (%) (%) (cm) 

基本配合 No.1 45 60 2.5 60 

水結合材 

比増大 
No.2 50 60 2.5 60 

No.6 45 60 4.0 60 空気量 

増大 No.7 45 60 6.0 60 

No.10 60 60 － － 

No.11 75 60 － － 高空隙率 

No.12 90 60 － － 

図-1 水結合材比と実効拡散係数の関係 図-2 空隙率と実効拡散係数の関係 
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 図-3 は空隙率の変化を，供試体作成後 3ヶ月水中養

生した試料と 9 ヶ月水中養生した試料の空隙率で示し

ている．どの条件の試料においても空隙率の大きな変

化はない．それにもかかわらず長期で実効拡散係数が

低下しているのは，空隙率の変化ではなく空隙構造の

変化がその要因であると考えられる． 

 図-4 は水結合材比増大ケース（No.2）の試料で異な

る時期の空隙径分布を示している．供試体作成後の養

生期間3ヶ月と15ヶ月で空隙径ごとに空隙率の差をと

ってみると，その間の明瞭な変化が認められる．ある

径を境にして，それより大きな径の空隙が減少し，そ

れより小さな径の空隙が増加している．一般にフライ

アッシュの反応は長期にわたり進行するが，その間に

形成される空隙の大きさが時間経過とともに小さくな

っていることを示している．拡散には，全空隙ではな

く，ある程度以上の大きさの空隙が寄与していること

が推測される． 

 実効拡散係数 1×10-12 m2/s 程度を目標性能とした場

合，短期的には目標性能を満足しないものもあるが，

長期的には目標性能を満足する結果であった．目標性

能に対して全空隙率を基に品質管理のための管理値を

設定することは，必ずしも適切ではないことが分かっ

た．ここで選定された配合は，適切な締固めや養生を

前提にすれば，基本的に目標性能を満足する配合であ

るといえる． 

４．まとめ  

 セメント硬化体の実効拡散係数は空隙率との相関性

があるが，時間経過とともに全空隙率に対する依存性

は低くなる．これはフライアッシュの反応の進行によ

り空隙径分布が小径側にシフトし，空隙構造が緻密化

したことが要因であると考えられる． 

 今後も試験を継続し，拡散に寄与する有効空隙の考

え方や現場打設された材料で養生条件の違いによる影

響などを検討する予定である． 

 なお，本報告は経済産業省からの委託による「管理

型処分技術調査等委託費（地下空洞型処分施設性能確

証試験）」の成果の一部である． 
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図-3 空隙率の経時変化 
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(a) 3ヶ月養生試料の空隙径分布 

図-4 空隙径分布の経時変化 

(b) 15ヶ月養生試料の空隙径分布 

(c) 空隙径分布の差分 b-a 

土木学会第64回年次学術講演会(平成21年9月)

 

-184-

 

CS5-025

 


